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１ 

稲沢市分別収集計画（第１１期） 

 

令和７年６月 

１ 計画策定の意義 

快適で住みよい生活環境の創造のためには、大量生産・大量消費・大量廃棄に支えられた社会経

済、ライフスタイルを見直し、循環型社会を形成していく必要がある。そのためには、社会を構成

する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行していくことが重要である。 

本市では、循環型社会の形成に向けて、ごみ減量化、資源化の推進などを進めてきたことや、人

口減少等の影響もあり、ごみ処理量は微減の状況が続いている。 

本計画は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（以下「法」という）第

８条に基づき策定し、容器包装廃棄物の分別収集による３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）

の推進に際し、市民、事業者、行政が一体となって取り組むべき方針を示すものである。 

併せて、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プラスチック資源循環法）に基づ

き、製品プラスチックの分別収集及びリサイクルを容器包装廃棄物と一体的に推進し、令和９年２

月よりプラスチック製品の一括収集を開始する。 

本計画の推進により、ごみ減量化や環境負荷の少ない地域社会の実現、資源の有効利用を図り、

持続可能な循環型社会の形成を目指す。 

 

２ 基本的方向 

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

（１）ごみの排出抑制、リサイクルを基本としたまちづくりの推進 

（２）市民、事業者、行政が一体となった環境負荷の低減 

（３）容器包装廃棄物の一層の減量化、最終処分場への搬入量の削減 

 

３ 計画期間 

計画期間は、令和８年４月を始期とする５年間とし、令和 10 年度に見直す。 

 

４ 対象品目 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無色、茶色、

その他）、飲料用紙容器、段ボール、紙製容器包装、ペットボトル、プラスチック製容器包装を対象

とする。また、プラスチック資源循環法に基づき、令和９年２月より製品プラスチックをプラスチ

ック製容器包装と一括して分別収集の対象とする。 

 
 
 

  



 

２ 

５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

スチール製容器 １２９ｔ １２６ｔ １２３ｔ １２１ｔ １２０ｔ 

アルミ製容器 １２７ｔ １２３ｔ １２０ｔ １１７ｔ １１５ｔ 

ガラス製容器 ５１４ｔ ５０２ｔ ４９２ｔ ４８５ｔ ４８０ｔ 

飲料用紙容器 １２６ｔ １２２ｔ １１８ｔ １１５ｔ １１３ｔ 

段ボール製容器 １,０３１ｔ ９７７ｔ ９３０ｔ ８９０ｔ ８５６ｔ 

紙製容器包装 ７１３ｔ ６９８ｔ ６８７ｔ ６７９ｔ ６７５ｔ 

ペットボトル ３３１ｔ ３２８ｔ ３２６ｔ ３２４ｔ ３２２ｔ 

プラスチック製 

容器包装 
１，９４３ｔ １，９１８ｔ １，９０６ｔ １，８９５ｔ １，８８４ｔ 

製品プラスチック ８５ｔ※ ４９７ｔ ４９０ｔ ４８６ｔ ４８３ｔ 

容器包装廃棄物 

及び製品プラスチ

ック合計 

４，９９９ｔ ５，２９１ｔ ５，１９２ｔ ５，１１２ｔ ５，０４８ｔ 

※令和８年度の製品プラスチックの排出量は、分別収集を令和９年２月から開始するため２か月

分で計上する。 

 

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項（法第８条第２項第２号） 

容器包装廃棄物の排出抑制を促進するため、以下の方策を実施する。なお、実施にあたっては、

市民、事業者、行政がそれぞれの立場から役割を分担し、相互に協力、連携を図るものとする。 

（１） 過剰包装の抑制・レジ袋の削減 

簡易包装の普及、レジ袋削減・マイバッグ持参運動を推進するため、広報・啓発活動を行う。 

（２）使い捨て容器の消費の抑制 

食品トレイをはじめとした使い捨てのプラスチック製容器の消費を抑制するために、広報・啓発

活動を行う。 

（３）出前講座 

 ごみの減量化やリサイクルの促進などについて、一層の理解と関心を持ってもらうように、自治

会や学校その他各種団体からの要請に応じて職員が説明を行う。  



 

３ 

７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係る分別の

区分（法第８条第２項第３号） 

廃棄物処理施設の整備状況及び再商品化状況等を総合的に勘案し、分別収集する容器包装廃棄物

の種類を下表左欄のとおりとする。 

また、市民の協力度及び負担、市の収集機材等を勘案し、収集に係る分別の区分を下表右欄のと

おりとする。 

併せて、プラスチック資源循環法で分別収集が求められる製品プラスチックの排出量も推計する。 

分別収集をする容器包装廃棄物 

及び製品プラスチック廃棄物の種類 
収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 

スチール缶・小物の鉄類 

アルミ缶 

主 と し て   無色のガラス製容器 

ガラス製の   茶色のガラス製容器 

容 器   その他の色のガラス製容器 

ガラスびん（無色） 

ガラスびん（茶色） 

ガラスびん（緑色） 

ガラスびん（その他の色） 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするためのもの

（原材料としてアルミニウムが利用されているものを除く。） 

牛乳パック 

（飲料用紙パック） 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主として紙製の容器包装であって上記以外のもの 

ミックスペーパー（飲料用紙パ

ック、段ボール以外の紙製容器

包装） 

主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）製の容器で

あって飲料、調味料等を充てんするためのもの 
ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であって上記以外のもの 
プラスチック製容器包装（白色

トレイを含む） 

プラスチック資源循環法に基づき分別収集するもの 製品プラスチック 

 

  



 

４ 

８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リサイク

ル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第２項第４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和８年度の製品プラスチックの見込み量は、分別収集を令和９年２月から開始するため２か月

分で計上する 

 

９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リサイク

ル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法 

（例）特定分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定

める物の量及び見込み 

    ＝ 直近年度の分別基準適合物等の収集実績 × 人口変動率 

 令和８年度以降については、対前年比が１．０を超えるものについては減量策を実施するものと

して０.５％を減じ、１．０未満のものについては自然減の傾向にあるものの１．０に近づくものと

推定し０．５％を加える。０．５％の加減により対前年比が１．０をまたぐものについては、以降

の対前年比を１．０とする。 

 併せて、プラスチック資源循環法に基づき令和９年２月より開始するプラスチック製品一括回収

における製品プラスチックの分別収集計画量を推計する。 



 

５ 

１０ 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

分別収集は、現行の収集体制を活用して行う。また、子ども会などの市民団体による集団回収に

ついても、引き続き奨励金の交付による支援を行い、市民団体による回収を促進する。これらの収

集方法に加え、プラスチック製容器包装及び製品プラスチックを除く容器包装廃棄物について、環

境センターでの拠点回収を行う。 

容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 収集・運搬段階 選別・保管等段階 

金 

属 

スチール製容器 スチール缶・小物の鉄類 市による定期収集、

市民団体による集

団回収、拠点回収 

民間事業者 
アルミ製容器 アルミ缶 

ガ
ラ
ス 

無色のガラス製容器 ガラスびん（無色） 
市による定期収集、

市民団体による集

団回収、拠点回収 

民間事業者 
茶色のガラス製容器 ガラスびん（茶色） 

その他の色のガラス製 

容器 

ガラスびん（緑色） 

ガラスびん（その他） 

紙 

類 

飲料用紙製容器 牛乳パック 
市による定期収集、

市民団体による集

団回収、拠点回収 

民間事業者 段ボール製容器 段ボール 

その他の紙製容器包装 ミックスペーパー 

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク 

ペットボトル ペットボトル 

市による定期収集、

市民団体による集

団回収、拠点回収 

民間事業者 

その他のプラスチック製容

器包装 

プラスチック製容器包

装 

（白色トレイを含む） 

※（プラスチック資源） 

市による定期収集 民間事業者 

 

（白色発泡スチロール製 

食品トレイ） 

製品プラスチック プラスチック資源 

 

※令和９年２月よりプラスチック製容器包装と一括して製品プラスチックの分別収集を開始するた

め、令和９年２月以降はその他のプラスチック製容器包装の収集に係る分別の区分をプラスチッ

ク資源に変更する  



 

６ 

１１ 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

収集に係るかご等の容器及び車両等は、現行の方法で行う。 

なお、選別、圧縮、保管施設は、民間事業者を活用する。 

容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 収集容器 収集車両 中間処理 

金 

属 

スチール製容器 スチール缶・小物の鉄類 プラ製かご 

トラック 民間事業者 

アルミ製容器 アルミ缶 
布製袋又は

箱 

ガ
ラ
ス 

無色のガラス製容器 ガラスびん（無色） 

プラ製かご トラック 民間事業者 
茶色のガラス製容器 ガラスびん（茶色） 

その他の色のガラス製容

器 

ガラスびん（緑色） 

ガラスびん（その他） 

紙 

類 

飲料用紙製容器 牛乳パック なし 

（ひもで 

束ねる） 

トラック 民間事業者 

段ボール 段ボール 

その他の紙製容器包装 ミックスペーパー 

なし 

（ひもで束

ねる、紙袋・

ビニール袋

に入れる） 

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク 

ペットボトル ペットボトル 布製袋 トラック 民間事業者 

その他のプラスチック製

容器包装 プラスチック製容器包装

（白色トレイを含む） 

※（プラスチック資源） 市指定袋 塵芥車 民間事業者  （白色発泡スチロール製

食品トレイ） 

製品プラスチック プラスチック資源 

※令和９年２月よりプラスチック製容器包装と一括して製品プラスチックの分別収集を開始するた

め、令和９年２月以降はその他のプラスチック製容器包装の収集に係る分別の区分をプラスチッ

ク資源に変更する 

  



 

７ 

１２ その他容器包装廃棄物及び製品プラスチックの分別収集の実施に関し重要な事項 

本計画を実効あるものとするために、計画の推進にあたり取り組むべき事項は、次のとおりとす

る。 

（１）廃棄物減量等推進審議会の開催 

市民や事業者の意見、要望を反映させ、容器包装廃棄物の分別収集を円滑かつ効率的に進めてい

くため、引き続き廃棄物減量等推進審議会を開催する。 

（２）地域力の活性化 

地域やＮＰＯ法人・福祉団体等と連携を図り、リサイクル活動を推進する。 

（３）集団回収への支援 

市で行う分別収集とは別に、子ども会などの市民団体による集団回収を促進するため、引き続き

奨励金を交付し支援する。 

（４）計画の推進 

計画の推進にあたっては、一般廃棄物処理計画との整合性を図り、毎年減量目標値のチェック、

施策の効果測定等の進行管理を行うこととする。 
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